
 

 

                        第１号議案 

 

 令和５年度事業報告 

 

Ⅰ  事業活動 

令和５年の日本国内自動車販売は、新型コロナウイルスのまん延が前年度から今年度にかけ

てようやく落ち着きつつあり、５月には感染症法上の位置づけが５類に引き下げられたことな

ど、令和２年から始まったパンデミックの影響から脱しつつあることにより上向きとなり、１

-１２月暦年販売実績は約４７８万台となり、前年比は１３．８%の増加となった。自動車産業

の一員である私たち陸送事業者の経営環境は、基本的に国内自動車生産販売に依存しており好

転の兆しが見えてきたと言えるが、一方ロシアのウクライナ侵攻が続いているなど、引きつづ

き原油高、物価高が経営を圧迫した。 

  当協会としては、会員各社が法令を遵守し、安全・輸送秩序・品質・納期など事業の基本を

再徹底しながら、需要変動や繁閑差の発生に対しても最大限努力する一方、ドライバー不足の

深刻化など、様々な問題課題と向き合っている。こういった現状を踏まえ、業界が抱える課題

解決に向け策定した、「短・中期活動計画」に基づき、協会本部と各地方支部並びに会員事業

者との連携を強化しながら、次の事業活動を推進した。 

 

 

１．「令和５年度 日本陸送協会 短・中期活動計画」に基づく活動推進 

  （１）「教育・認定制度」の推進 

    制度開始１３年目となる令和５年度は、引き続き国土交通省から後援を受け、業界のす

そ野の拡大とレベルアップを目指し、会員事業所ごとに１名以上のゴールドドライバー/

マネージャーの育成に向け、各支部でのドライバー／管理者教育は１４回の実施、認定者

は延べ７４名となり、昨年度の７０名より４名増加した。 

    また、平成２８年度より実施しているトレーナーの委嘱制度は、令和５年度末で、積載、

自走、運行管理者合わせて１２０名委嘱している。 

     

 

 

 



 

 

〔令和５年度実績〕 

・自走ドライバー教育 

（北陸信越支部） 

①  第１回実施  令和５年１１月１１日  認定者 ６名 

（関東支部） 

①  第１回実施  令和５年１１月１７日  認定者 ５名 

（近畿支部） 

①  第１回実施  令和５年１１月１９日  認定者 ４名 

（九州支部） 

①  第１回実施  令和５年 ９月３０日  認定者 ７名 

                        合計２２名 

   ・積載ドライバー教育 

（関東支部） 

①  第１回実施  令和５年 ８月 ５日  認定者１１名 

②  第２回実施  令和５年１１月１１日  認定者 ６名 

（近畿支部） 

①  第１回実施  令和５年１０月２２日  認定者 ６名 

（中国支部） 

①  第１回実施  令和５年１１月１８日  認定者 ５名 

                        合計２８名 

・運行管理者教育 

（関東支部） 

①  第１回実施  令和５年１０月２８日  認定者 ６名 

（中部支部） 

①  第１回実施  令和５年 ８月２９日  認定者 ５名 

（近畿支部） 

①  第１回実施  令和５年 ８月２６日  認定者 ５名 

（中国支部） 

②  第１回実施  令和５年 ８月２６日  認定者 １名 

（四国支部） 

②  第１回実施  令和５年１１月１９日  認定者 １名 

（九州支部） 



 

 

②  第１回実施  令和５年 ９月３０日  認定者 ６名 

合計２４名 

令和５年度認定者 合計７４名  

 

（２）陸送事業者の実態把握と関係先への理解活動 

   １）陸送事業概況調査 

     陸送業界の経営状況やドライバーの労働条件・労務条件の把握に向け実施した、第６

回調査（令和４年９月）結果の詳細を取りまとめた。本調査から得られる情報は、業

界の実状を訴える有効な内容であり、詳細に取りまとめた結果を、行政並びに自動車

関係団体に対し説明活動を実施し、課題解決に向け、理解と協力を求めた。 

 

   ２）積載車路上積み降ろし作業問題の解決 

      交通安全やコンプライアンスの観点からも多くの課題を抱えていることから、これ

まで関係先と連携を図り改善活動をしてきた。さらなる改善による路上積み降ろし作

業「ゼロ」を目指し、平成２８年９月、自動車総連と協力して、新車輸送に係る実態

把握を店舗ごとに実施した調査結果や新たに実施した重点地区の調査結果を基に、説

明活動を行い、課題解決に向け理解と協力を求めた。 

 

   ３）高速道路入り口のＥＴＣ専用化に関する取り組み 

      ＥＴＣ装置が装着できない自走車においては、高速料金の割引適用が受けられない

現状がある。このような状況にかかわらず首都高を始めとする高速道路ではＥＴＣ専

用化が計画され、令和４年３月から一部の入り口で実施された。これについて、本年

も行政等に対し説明活動を実施し、ＥＴＣを活用できない自走車への便宜向上を求め

た。 

 

（３）支部活動の支援・充実 

       各支部にて抱える課題等を把握し、協会本部活動計画に反映させるため、正副会長が各

支部を訪問し、支部役員との意見交換会を開催し、会員事業者の生の意見を吸い上げた。 

 

（４）交通事故抑止、環境保全に関する機器等の導入 

       運転従事者による突発性運転不能障害による事故が多く発生することを受け、平成２

８年８月に会員専用ホームページに掲載をした、運転従事者脳 MRI 健診支援機構が実施



 

 

している「脳 MRI健診」の実施医療機関を更新した。 

また、環境保全については、ＣＯ２削減等、地球温暖化対策として、エコドライブの

徹底、省燃費運転等の推進を行い、さらなるＣＮＧ車等の低公害車や低燃費車の推進、

普及に努めていくこととした。 

 

（５）コンプライアンス体制の確立 

      公道を職場とする者として、果たすべき社会的責任でもあるコンプライアンスの実現

に向け、平成３０年６月に作成した改訂版「陸送事業者のためのコンプライアンスガイ

ドブック（全編・営業所編）」の活用を徹底した。 

 

２．渉外・広報活動の推進 

（１）行政機関 

① 令和５年度の「高さ指定道路」の追加要望５３区間について国土交通省及び警察庁に

対し要請を行った。 

② 地方運輸局への協会活動報告を下記のとおり実施した。 

  四国運輸局 令和５年２月（高松市）  九州運輸局 令和５年２月（福岡市） 

  北海道運輸局 令和５年３月（札幌市） 関東運輸局 令和５年４月（横浜市） 

近畿運輸局 令和５年５月（大阪市）  中部運輸局 令和５年５月（名古屋市） 

中国運輸局 令和５年６月（広島市） 北陸信越運輸局 令和５年７月（新潟市） 

東北運輸局 令和５年１１月（仙台市） 

 

（２）自工会 

車両の大型化に対応するため、２月に車両重量の規制緩和に向け自工会との協議を実施

し、課題を整理し、解決に向け問題点を共有していくこととした。 

 

（３）車体工業会 

   合同研修会を１１月に開催し、「車両運搬車の生産状況及び安全対策等」についての情

報交換を行い、問題点を共有していくこととした。 

 

（４）自動車総連 

産業労使会議を４月に開催し、喫緊の課題として、ドライバーの人材確保、路上積み降

ろし等の課題解決に向け問題点を共有していくこととした。 



 

 

（５）日本自動車会議所 

同会議所を通じ、環境性能割及び自動車重量税等の税制改革について、関係議員、関係

省庁に対し要望を行った。 

 

（６）「陸送協会ニュース」の発行 

協会機関紙「陸送協会ニュース」を年６回発行し、協会活動の推進に努めた。 

 

（７）ホームページによる情報提供 

平成２８年２月に開設したホームページの掲載内容の更新を行い、会員への情報提供の

充実を図った。 

 

３．安全の確立 

 （１）令和５年度の優良従事者表彰を下記のとおり実施した。 

１）  令和５年２月   四国支部   ４名   松山市 

２）   〃  ３月   北海道支部  ２名   札幌市 

３）   〃  ４月   関東支部  ２６名   川崎市 

４）   〃  ５月   近畿支部   ７名   尼崎市 

５）   〃  ５月   中部支部  ２０名   名古屋市  

６）   〃  ６月   中国支部   １名   広島市 

７）   〃  ７月   北陸信越支部 ３名   新潟市 

８）   〃 １１月   東北支部   ４名   盛岡市 

                合 計   ６７名 

 

（２）車両物流サービス会社安全推進分科会と安全運行の推進を図っていくこととした。 

 

（３）春・秋の全国交通安全運動の実施に合わせ、「交通安全強化月間実施要綱」及びポスタ

ーの作成を行い、交通安全運動の周知徹底に努めた。 

   また、来年度以降のポスター作成のため、交通安全の啓発のための交通安全運動標語の

募集を行い、１，２６１件の応募があり、入賞作品１２点を選定した。 

 

（４）「不正改造車を排除する運動」の一環として作成したチラシを６月に配布するなど、不

正改造車防止の周知徹底に努めた。 



 

 

 

（５）国土交通省で策定された令和５年度「年末年始の輸送等に関する安全総点検」の時期に

合わせ、自動車総連と合同で作成した「安全チェックシート」の配布を行い「安全キャン

ペーン」の推進に努めた。 

 

４．輸送機器、輸送システムの改良等の推進 

（１）フルトレーラ等の輸送機器仕様の標準化、簡素化による原価の低減及び輸送システムの

改善等に努めていくこととした。 

 

（２）会員相互間による共同輸送業務の推進を図っていくこととした。 

 

５．会員数及び陸送事業の統計 

令和５年９月１日現在における会員数、回送運行許可標板組数及び積載車数等の実態調査

を実施し、会員数は、６９５会員（前年比 △10会員）であった。 

標板組数は、９，６６４組（前年比 ＋123組）、積載車数は、６、０４９台（前年比 

＋41台）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅱ 組織運営 

１．本部総会及び支部総会の実施 

（１）令和５年 ２月     本部通常総会              東京都 

（２）  〃  ２月    四国支部総会              松山市 

（３）  〃  ２月     九州支部総会              福岡市           

（４）  〃  ３月     北海道支部総会         札幌市 

（５）  〃  ４月    関東支部総会              川崎市 

（６）  〃  ５月    近畿支部総会              尼崎市 

（７）  〃  ５月    中部支部総会               名古屋市 

（８）  〃  ６月    中国支部総会              広島市 

（９）  〃  ７月    北陸信越支部総会            新潟市 

（10）   〃 １１月    東北支部総会           盛岡市 

        

２．理事会の実施 

（１）令和５年 １月    定例理事会              東京都 

（２）  〃  ２月     臨時理事会               〃 

（３）  〃  ４月     臨時理事会               〃 

（４）  〃  ７月      定例理事会               〃 

（５）  〃  １１月      定例理事会               〃 

 

３．正副会長会議及び委員会等の実施 

（１）令和５年 １月    正副会長会議・総務部会     東京都 

（２）  〃  ３月    正副会長会議・総務部会       神戸市 

（３）  〃  ４月    正副会長会議・総務部会     東京都 

（３）  〃  ７月    正副会長会議・総務部会        〃 

（４）  〃 １０月    正副会長会議・総務部会     浜松市 


